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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第４区分
【発行日】平成20年10月9日(2008.10.9)

【公開番号】特開2007-299486(P2007-299486A)
【公開日】平成19年11月15日(2007.11.15)
【年通号数】公開・登録公報2007-044
【出願番号】特願2006-127768(P2006-127768)
【国際特許分類】
   Ｇ１１Ｂ   7/135    (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/00     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/18     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ１１Ｂ   7/135   　　　Ａ
   Ｇ０２Ｂ  13/00    　　　　
   Ｇ０２Ｂ  13/18    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成20年8月21日(2008.8.21)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光記録媒体に対して、波長が略４０５ｎｍの光ビームによって情報信号の記録再生を行
う光ピックアップに用いられ、
　入射側及び出射側の面のいずれもが非球面形状とされ、
開口数（ＮＡ）が０．８以上であり、
　次式（１）及び次式（２）を満たす対物レンズ。

【数１】

但し、
Ｎｇ：対物レンズを構成する材料のｇ線における屈折率、
Ｎｈ：対物レンズを構成する材料のｈ線における屈折率、
Ｎｉ：対物レンズを構成する材料のｉ線における屈折率、
ｆ：対物レンズの焦点距離（ｍｍ）、
ｄ：対物レンズの光軸位置での光軸方向の厚み（ｍｍ）、
ｎ：対物レンズを構成する材料の使用波長における屈折率
である。
【請求項２】
　さらに、次式（３）を満たす請求項１記載の対物レンズ。
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【数２】

【請求項３】
　さらに、次式（４）を満たす請求項２記載の対物レンズ。

【数３】

但し、
ｒ１：上記入射側の面の曲率半径（ｍｍ）
である。
【請求項４】
　さらに、次式（５）を満たす請求項１乃至請求項３のいずれか１項に記載の対物レンズ
。
【数４】

【請求項５】
　光源から出射された波長が略４０５ｎｍの光ビームを光記録媒体の信号記録面上に集光
する対物レンズを備え、
　上記対物レンズは、入射側及び出射側の面のいずれもが非球面形状とされ、開口数（Ｎ
Ａ）が０．８以上であり、次式（６）及び次式（７）を満たす光ピックアップ。

【数５】

但し、
Ｎｇ：対物レンズを構成する材料のｇ線における屈折率、
Ｎｈ：対物レンズを構成する材料のｈ線における屈折率、
Ｎｉ：対物レンズを構成する材料のｉ線における屈折率、
ｆ：対物レンズの焦点距離（ｍｍ）、
ｄ：対物レンズの光軸位置での光軸方向の厚み（ｍｍ）、
ｎ：対物レンズを構成する材料の使用波長における屈折率
である。
【請求項６】
　光記録媒体に対し情報信号の記録再生を行う光ピックアップを備え、
　上記光ピックアップは、光源から出射された波長が略４０５ｎｍの光ビームを光記録媒
体の信号記録面上に集光する対物レンズを備え、
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　上記対物レンズは、入射側及び出射側の面のいずれもが非球面形状とされ、開口数（Ｎ
Ａ）が０．８以上であり、次式（８）及び次式（９）を満たす光ディスク装置。
【数６】

但し、
Ｎｇ：対物レンズを構成する材料のｇ線における屈折率、
Ｎｈ：対物レンズを構成する材料のｈ線における屈折率、
Ｎｉ：対物レンズを構成する材料のｉ線における屈折率、
ｆ：対物レンズの焦点距離（ｍｍ）、
ｄ：対物レンズの光軸位置での光軸方向の厚み（ｍｍ）、
ｎ：対物レンズを構成する材料の使用波長における屈折率
である。
【請求項７】
　光記録媒体に対して、波長が略４０５ｎｍの光ビームによって情報信号の記録再生を行
う光ピックアップに用いられ、
　入射側及び出射側の面のいずれもが非球面形状とされ、
開口数（ＮＡ）が０．８以上であり、
　次式（１０）、次式（１１）及び次式（１２）を満たす対物レンズ。

【数７】

但し、
Ｎｇ：対物レンズを構成する材料のｇ線における屈折率、
Ｎｈ：対物レンズを構成する材料のｈ線における屈折率、
Ｎｉ：対物レンズを構成する材料のｉ線における屈折率、
ｆ：対物レンズの焦点距離（ｍｍ）、
ｄ：対物レンズの光軸位置での光軸方向の厚み（ｍｍ）、
ｎ：対物レンズを構成する材料の使用波長における屈折率、
ｒ１：対物レンズの入射側の面の曲率半径（ｍｍ）
である。
【請求項８】
　光源から出射された波長が略４０５ｎｍの光ビームを光記録媒体の信号記録面上に集光
する対物レンズを備え、
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　上記対物レンズは、入射側及び出射側の面のいずれもが非球面形状とされ、開口数（Ｎ
Ａ）が０．８以上であり、次式（１３）、次式（１４）及び次式（１５）を満たす光ピッ
クアップ。
【数８】

但し、
Ｎｇ：対物レンズを構成する材料のｇ線における屈折率、
Ｎｈ：対物レンズを構成する材料のｈ線における屈折率、
Ｎｉ：対物レンズを構成する材料のｉ線における屈折率、
ｆ：対物レンズの焦点距離（ｍｍ）、
ｄ：対物レンズの光軸位置での光軸方向の厚み（ｍｍ）、
ｎ：対物レンズを構成する材料の使用波長における屈折率、
ｒ１：対物レンズの入射側の面の曲率半径（ｍｍ）
である。
【請求項９】
　光記録媒体に対し情報信号の記録再生を行う光ピックアップを備え、
　上記光ピックアップは、光源から出射された波長が略４０５ｎｍの光ビームを光記録媒
体の信号記録面上に集光する対物レンズを備え、
　上記対物レンズは、入射側及び出射側の面のいずれもが非球面形状とされ、開口数（Ｎ
Ａ）が０．８以上であり、次式（１６）、次式（１７）及び次式（１８）を満たす光ディ
スク装置。
【数９】

但し、
Ｎｇ：対物レンズを構成する材料のｇ線における屈折率、
Ｎｈ：対物レンズを構成する材料のｈ線における屈折率、
Ｎｉ：対物レンズを構成する材料のｉ線における屈折率、
ｆ：対物レンズの焦点距離（ｍｍ）、
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ｄ：対物レンズの光軸位置での光軸方向の厚み（ｍｍ）、
ｎ：対物レンズを構成する材料の使用波長における屈折率、
ｒ１：対物レンズの入射側の面の曲率半径（ｍｍ）
である。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　この目的を達成するため、本発明に係る対物レンズは、光記録媒体に対して、波長が略
４０５ｎｍの光ビームによって情報信号の記録再生を行う光ピックアップに用いられる対
物レンズにおいて、入射側及び出射側の面のいずれもが非球面形状とされ、開口数が０．
８以上であり、次式（１）及び次式（２ａ）を満たすか、又は次式（１）、次式（２ｂ）
及び次式（２ｃ）を満たすことを特徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】

【数１】

【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　但し、この式（１）、式（２ａ）、式（２ｂ）及び次式（２ｃ）において、
Ｎｇ：対物レンズを構成する材料のｇ線における屈折率、
Ｎｈ：対物レンズを構成する材料のｈ線における屈折率、
Ｎｉ：対物レンズを構成する材料のｉ線における屈折率、
ｆ：対物レンズの焦点距離（ｍｍ）、
ｄ：対物レンズの光軸位置での光軸方向の厚み（ｍｍ）、
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ｎ：対物レンズを構成する材料の使用波長における屈折率、
ｒ１：対物レンズの入射側の面の曲率半径（ｍｍ）
である。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２８】
　式（３）の両辺をｎで微分し、さらにｒ２を消去すると、次式（４）が得られる。
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